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住まいの防犯対策サポート事業の実施について 

 

１ 主旨 

  区では、２４時間安全安心パトロールの実施や町会・自治会等への防犯カメラの整

備支援、自動通話録音機の貸出等とともに、各種啓発パンフレット、災害・防犯情報

メール等を活用し、区民の防犯意識の向上に取り組んでいる。一方で、闇バイトによ

る強盗事件等が社会問題となっており、区内での事件の発生はないものの、区民の犯

罪への不安感は高まっている状況である。 

  こうしたことを踏まえ、個々の住宅の防犯機能を高めることで犯罪を抑止し、区民

の犯罪不安の軽減と防犯意識の更なる向上を図るため、住宅の防犯設備の設置等に対

する費用を補助する住まいの防犯対策サポート事業を実施する。 

 

２ 背景 

（１）区では、「安全安心まちづくり」の取組みとして各種防犯対策を実施しており、こ

の間の取組み等により、区内の刑法犯認知件数は平成１４年以降減少してきたが、

コロナ禍を経て社会活動が活発化し、令和５年からは当該認知件数が増加に転じて

いる状況である。 

また、令和６年８月以降、「高額バイト」、「即日即金」、「ホワイト案件」等の文言

を用い、ＳＮＳやインターネット掲示板等で実行犯を募集する闇バイトを端緒とし

た強盗事件等が相次ぎ、大きな社会問題となっており、住民の危機感も高まってい

る。 

（２）国は令和６年１２月１７日、犯罪対策閣僚会議において、闇バイトによる強盗事

件等に関する緊急対策を取りまとめた。緊急対策では防犯カメラの整備も挙げられ

ているが、住宅に対する防犯対策については明示されていない。 

（３）近隣自治体では、闇バイトによる強盗事件等が発生したことなどを踏まえ、住宅

の防犯対策への費用補助事業を実施しており、２３区等の一部自治体においてもこ

の取組みに連動した事業が順次展開されている。 

さらに、東京都では、侵入盗防止に有用とされる防犯機器等の購入にかかる費用

を、都が区市町村による補助事業を通じて後押しをするため、緊急対策として令和

７年度・８年度に防犯機器等購入緊急補助事業を実施することとした。 

（参考）防犯機器等購入緊急補助事業概要（令和７年１月３１日東京都報道資料より） 

補助割合：都１／２、都民１／２ 

 補助上限：２万円／世帯 ※令和８年度は、補助上限：１万円／世帯 

 予算規模：約４７億円、２２万７千世帯を想定 
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３ 事業の概要 

  犯罪を未然に防ぐための住宅への防犯設備の設置及び防犯物品の購入に対して、そ

の費用を補助する。 

（１）補助対象者 

   居住する区内住宅（共同住宅の住戸を含む）に防犯設備の設置等を行った世帯 

（２）補助対象設備等 

   補助対象は、防犯設備の設置及び防犯物品の購入とする。 

    防犯カメラ、録画機能付きインターホン、防犯フィルム、補助錠、 

ガラス破壊センサー、センサー付きアラーム、センサーライト 等 

（３）補助率 

防犯設備の設置及び防犯物品の購入（いずれも工事費を含む）に対する費用につ

いて、１０分の１０を補助する。（１００円未満切り捨て） 

（４）補助上限額 

   補助の上限額は、４０，０００円とする。 

   ※上限額以内であれば複数品目の申請を可とするが、申請は世帯で１回限りとす

る。 

（５）申請期間（予定） 

   令和７年５月～９月末まで 

   ※令和７年４月１日以降に購入した物品を申請対象とする。 

   ※申請額が予算の上限に達した場合は、申請受付を終了とする。 

（６）事業の周知方法 

   区のおしらせ、広報板、ホームページ、災害・防犯情報メール等による周知のほ

か、町会長会議、各地域防犯協会、区内警察署等をとおして事業周知を行う。 

 

４ 必要経費 

  令和７年度当初予算 ２０３，０２６千円（特定財源なし） 

  【内訳】全世帯の１％（申請想定）×４０千円（補助想定）＝２０１，０８０千円 

      ・世田谷区全世帯数：５０２，７２２世帯（R6.12.1現在） 

      ・申請率：全世帯の１％ ５，０２７世帯 

      その他事務費 １，９４６千円 

※現時点では、東京都の補助内容の詳細は不明であるため、今後補助を活用できるよう

調整する。また、申請状況や東京都の事業規模等を踏まえ、事業規模６００，０００

千円、想定申請世帯数１５，０００世帯（全世帯の３％）までは、本事業内容での実

施を検討し、予算が不足する場合は補正予算により対応する。 

 

５ 今後のスケジュール（予定） 

  令和７年４月 区ホームページ、災害・防犯情報メール等、区のおしらせによる周知 

５月 申請受付開始 

      ９月 申請受付終了 
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